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1

『『『『自然豊かな田園都市自然豊かな田園都市自然豊かな田園都市自然豊かな田園都市』』』』

町は、福島県浜通りの最北端に位置し、東

には太平洋、北と西は宮城県に接していま

す。気候は一年を通して温暖で過ごしやす

く、西部の阿武隈山系からのびる丘陵の間

の平地に、市街地や田畑、果樹園が広がっ

ています。主要産業は、農業漁業、そして

エネルギー産業です。

鹿狼山

H３０年１月１日現在

人 口 ８，２７０人

世帯数 ２，８３２戸

面 積 ４６．６９ｋ㎡

新地町特産品

新地町の概要と東日本大震災
『『『『東日本大震災の地震と大津波東日本大震災の地震と大津波東日本大震災の地震と大津波東日本大震災の地震と大津波』』』』

2011年3月11日の東日本大震災、震度６強の揺れと10メー

トルを超す大津波により、町の全面積の約５分の１が浸水し、

630世帯の家屋が全半壊、11９名の尊い命が犠牲となりまし

た。また、東京電力福島第一原子力発電所で原子力事故が発生、

健康への不安と、農業漁業をはじめとする産業への風評被害に

みまわれました。
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町では復興計画に基づき、防災集団移転促進団地や災害公営住宅の整備など、住まい再建事業を重点的

に進めてきました。また、津波流失したＪＲ常磐線新地駅周辺の市街地整備とともに、交流センターや

防災センターなどの施設整備により、新たな町の拠点づくりに取り組んでいます。

新地町の復興の状況

新地駅周辺市街地復興整備事業
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相馬相馬相馬相馬LNG基地基地基地基地

IＴ産業への展開例Ｔ産業への展開例Ｔ産業への展開例Ｔ産業への展開例情報通信機器は発情報通信機器は発情報通信機器は発情報通信機器は発熱密度が高く、空熱密度が高く、空熱密度が高く、空熱密度が高く、空調が重要。冷熱利調が重要。冷熱利調が重要。冷熱利調が重要。冷熱利用により空調費低用により空調費低用により空調費低用により空調費低減、環境負荷低減減、環境負荷低減減、環境負荷低減減、環境負荷低減が可能が可能が可能が可能冷熱

データセンター概念図（出典：NTTファシリティーズ）天然ガス火力発電所建設

～ＬＮＧ関連産業創出の可能性～

• 相馬LNG基地増設、電力事業設備建設、天然ガス・冷熱利用工場の誘致による産業集積・雇用開拓

• 地域内スマートグリッド構想の実現相馬LNG基地増設
-冷熱供給設備
-発電用燃料ガス供給設備

天然ガスの新規大量供給に伴い天然ガスの新規大量供給に伴い天然ガスの新規大量供給に伴い天然ガスの新規大量供給に伴い

地域産業誘致・雇用創出が可能地域産業誘致・雇用創出が可能地域産業誘致・雇用創出が可能地域産業誘致・雇用創出が可能

燃料ガス

原料ガス

LPG利用者利用者利用者利用者

相馬港（新地町エリア）ではＬＮＧ基地（Ｈ30年3月運開）や天然ガス発電所（Ｈ32年4月運開）の建設が
進んでおり、天然ガスや冷熱利⽤の⼯場誘致など、ＬＮＧ関連産業の創出や雇⽤開拓が期待されています。

平成２５年１１⽉２９⽇、⽯油資
源開発株式会社と県と町との間におい
て、相⾺港におけるＬＮＧ基地⽴地計
画を円滑に促進することを目的とした基
本協定を締結しました。

野菜工場の例（出典：日本GE社資料より抜粋）
農業への展開例農業への展開例農業への展開例農業への展開例コジェネシステムにコジェネシステムにコジェネシステムにコジェネシステムにて電力、温熱、排ガて電力、温熱、排ガて電力、温熱、排ガて電力、温熱、排ガス（ス（ス（ス（CＯＯＯＯ2）を利用し）を利用し）を利用し）を利用した生産効率改善、た生産効率改善、た生産効率改善、た生産効率改善、品質管理が可能品質管理が可能品質管理が可能品質管理が可能

冷熱利用空気分離プラント例冷熱利用空気分離プラント例冷熱利用空気分離プラント例冷熱利用空気分離プラント例工業製品（工業製品（工業製品（工業製品（O2、、、、N2)の製造の製造の製造の製造

相馬港ＬＮＧ基地建設計画とＬＮＧ関連産業創出の可能性

相馬LNG基地敷地：20haタンク：地上式23万KL貯槽２基
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新地町と国立環境研究所との協定締結

平成２５年３月１３日に基本協定を締結し、相互に情報や資源の活用や、環境分野

における人材の育成、研究成果の地域還元などの連携協力を得るものとした。

新地町環境まちづくり町民講座・職員研修

環境未来都市の推進にあたり、町民や町職員がともに環境やエネルギーについ

て学び、人材の育成を図ることを目的として、国立環境研究所を招き講座を開催。

○「環境未来都市づくりにみる新地町の可能性」

○「低炭素社会の実現と新地町への期待」 など

尚英中学校 2050年を考えるワークショップ
町立尚英中学校の総合学習の時間を活用し、中学生を対象に、町と国立環境

研究所が共同して「２０５０年の新地町を考えるワークショップ」を開催。

スマート・ハイブリッドタウン構築事業

平成２５年度内閣府少子高齢化・環境対応等復興モデル事業費補助金を活用し、町が目指す環境

未来都市「スマートハイブリッドタウン」の構築事業とする「新地くらしアシストタブレット」システムネッ

トワークを整備。町内の50世帯、26年度には30世帯を追加、町内モニターへタブレットと電力計測

器を提供し、エネルギーの使用状況やシステム活用状況など収集した情報をもとにデータを解析し、

今後の復興まちづくりに役立てていくとともに、町民同士のコミュニケーションツールとして活用する

ことにより地域の暮らし支援につなげる。

新地町環境未来都市の取り組み



5新地駅周辺まちづくりとエネルギー事業
環境未来都市構想に向けて、町では低炭素・省エネルギーの取り組みを推進、原発に依存しないエネルギーの地産地消に
よる「ハイブリッドな発電のまち」を目指す。多様な地域分散・⾃⽴型エネルギー供給による「スマートハイブリッドネットワーク」を
構築し、復興と環境と経済が調和した持続可能な環境都市の暮らしの実現を目指して、事業化を検討してきた。ＬＮＧパイプライン

商業・誘致施設用地

公益施設用地

住宅地

公園・緑地

河川

農業用地

相馬港のＬＮＧ
基地から仙台方面
に敷設される天然
ガスパイプライン、こ
こから分岐をして天
然ガスを活用、コー
ジェネレーションシス
テムを導入し、熱・
電気・ＣＯ2を駅
周辺施設へ供給

宿泊施設

温浴施設
商業施設

⼾建住宅

公共施設

熱
電気
ＣＯ2

復興まちづくりと一体的に、低炭素効果、事業性を高める
「⾃律分散型・地域エネルギーシステム」の事業化を検討してきた。

地域エネルギーセンタ－

農業施設

新地駅周辺市街地復興整備事業（平成29年度完成）

相馬相馬相馬相馬LNG基地建設プロジェクト基地建設プロジェクト基地建設プロジェクト基地建設プロジェクト
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福島県

国⽴環境研

石油資源開発㈱

福島県

国⽴環境研

オブザーバー
新地町

石油資源開発㈱
京葉ﾌﾟﾗﾝﾄｴﾝ
ｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱

日本電気㈱

日本環境
技研㈱ 新地町

京葉ﾌﾟﾗﾝﾄｴﾝ
ｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱
日本電気㈱

㈱URﾘﾝｹｰｼﾞ㈱NTTﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ NTT
-GPｴｺ

オブザーバー

事業者
【H27】経産省/ｽﾏｺﾐ事業(ﾏｽﾀｰP策定)【H27】環境省/GPP事業(FS)

事業者 ※直接補助(10/10)
プロマネ事業者エネルギー事業者

事業検討経緯

※間接補助(1/2)

石油資源開発㈱

福島県

国⽴環境研

新地町

京葉ﾌﾟﾗﾝﾄｴﾝ
ｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱
日本電気㈱

㈱URﾘﾝｹｰｼﾞ㈱NTTﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ
日本環境
技研㈱

NTT
-GPｴｺ

NECネッツエスアイ㈱
オブザーバー

事業者
【H28】経産省/ｽﾏｺﾐ事業(ﾏｽﾀｰP策定)※直接補助(10/10)

プロマネ事業者エネルギー事業者

平成27年度より事業化可能性調査を開始。
マスタープラン策定・認定を経て平成29年度より構築事業へ進展。



7会社概要
新地町、⺠間企業者が出資し、出資額50百万円の株式会社として新地町内に登記。
資産は新地町が所有し、熱電併給とエネルギーマネジメントの運営は新会社が実施。

新地町

サーマルグリッドエリア サーマルグリッド周辺エリア

出資

《⺠間施設》
�スマートアグリ（生産プラント等）
�ホテル・温浴施設 等《公共施設》

�地域エネルギーセンター
�交流センター
�インキュベーションスクエア 等

エネルギー
費用

エネルギー供給
（販売）

�防災センター
�定住促進住宅
�ソーラー街路灯 等

エネルギー
マネジメント

新地スマートエナジー
株式会社

� 地域エネルギーセンター整備・所有
� エネルギーインフラ整備・所有 等

エネルギー事業エネルギー
マネジメント

出資者 出資額【百万円】 出資⽐率 役割1 新地町 25.5 51.0% 代表取締役/取締役2 石油資源開発㈱ 7.0 14.0% 取締役3 京葉プラントエンジニアリング㈱ 4.0 8.0% 取締役4 日本電気㈱ 3.0 6.0% 取締役5 NECキャピタルソリューション㈱ 2.5 5.0%6 ㈱NTTファシリティーズ 2.0 4.0%7 ㈱URリンケージ 2.0 4.0%8 日本環境技研㈱ 1.0 2.0%9 ㈱東邦銀⾏ 0.75 1.5%10 ふくしま未来農業協同組合 0.75 1.5% 監査役11 あぶくま信⽤⾦庫 0.75 1.5%12 相双五城信用組合 0.75 1.5%合 計 50.0 100%



8今後の予定

H28(2016) H29(2017) H30(2018)
相馬LNGﾌﾟﾗﾝﾄ系(JAPEX)
ス
マ
コ
ミ
導
入
事
業

マスタープラン
実施設計・監理
地域エネセン
熱導管・自営線
太陽光発電・蓄電池
CEMS･BEMS・HEMS
ソーラー街路灯

⺠
間

ホテル温浴施設
ｽﾏｰﾄｱｸﾞﾘ施設

公
共
施
設

交流センター
ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝｽｸｴｱ
スポーツ施設

周
辺

防災センター
定住促進住宅

ガス専用導管・減圧装置
地域エネルギー事業体

建設工事

負担⾦⼯事建築工事 9月供用
建築設計 建築工事事業者再募集基本設計 建築設計 建築工事建築工事

設計 監理策定 工事工事工事 工事
建築設計 建築工事建築設計 建築工事建築設計 建築工事

●認定 ●入札 ○入札
○採択詳細設計

受入試用
受入試用 受入試用
受入受入○設⽴ ○運営開始予定○LNG供給開始予定

LNG供給開始予定
工事 工事入札

平成30年度（2018年度）秋 事業開始を予定。

受入試用



9会社運営組織図

株主総会
（年1回）

取締役会
（6月/9月/12月/3月）

監査役

経営会議

経営・監督

選任・解任 選任
・解任

（会計）監査

業務執行

監督

各出資者の実務担当者

会社名 新地スマートエナジー株式会社 出資⾦ 50,000千円
本 社 福島県相馬郡新地町谷地小屋字舛形15番地1
役 員 代表取締役 加藤 憲郎（新地町･町⻑）

取締役 岡崎 利光（新地町･総務課⻑）
宮台 隆将（石油資源開発㈱・相⾺事業所⻑）
古賀 弘樹（京葉ﾌﾟﾗﾝﾄｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ営業部⻑）
大野 淳一（⽇本電気㈱・福島⽀店⻑）

監査役 後藤 一茂（ふくしま未来農業協同組合・地区担当理事）
出資者
(12者)

新地町(51%) 石油資源開発㈱(14%) 京葉ﾌﾟﾗﾝﾄｴﾝｼﾞﾆｱ
ﾘﾝｸﾞ㈱(8%)

日本電気㈱(6%) NECｷｬﾋﾟﾀﾙｿﾘｭｰｼｮﾝ
㈱(5%) ㈱NTTﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ(4%)

㈱URﾘﾝｹｰｼﾞ(4%) 日本環境技研㈱(2%) ふくしま未来農業協
同組合(1.5%)

㈱東邦銀⾏(1.5%) あぶくま信⽤⾦庫(1.5%) 相双五城信用組
合(1.5%)

設⽴⽇ 平成30年2月15日 事業開始 平成30年秋予定
実施
事業

地域エネルギーセンター事業
地域エネルギーマネジメント事業

地域へ
の波及
効果

①エネルギーの地産地消 ④地域活性化
②災害に強い持続可能なまちづくり ⑤他地域展開
③地域資源の有効活用 ⑥低炭素型ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ


